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《小特集:市民社会としての日本》

市民社会と沖縄

鈴木規之

はじめに

今日、グローパノレ化が進展し、地球的規模の問題をそれぞれの地域で主体的

に関わろうとする動きの中で、市民運動や市民活動が活発になり、その受け皿

としての NGOや NPOの重要性が指摘されるようになってきた川。ここではま

ず、本稿のキーワードとなる NGOや NPOの担い手としての市民及び市民によ

って構築される市民社会について論じよう (2)。

市民とは、 fもともとは中世の西欧における都市共同体の身分的特権を持つ

人びとを指していた。 M.ウェーパーによれば、都市共同体は自分自身の法や裁

判所を持ち、かっ一定限度の自治的政府を持っていた.この自律性・自主性に

参与できる人々が市民である。 J [演嶋， 1997:243] とまず定義しておこう。

日本において、市民の概念は輸入されたものであり、本来の意味での市民は

生まれなかったと一般的には論じられているが、第二次世界大戦後、 「市民意

識」すなわち「もともと中世西欧都市における特徴的な社会意識である個人の

主体性と合理性、権利と義務、自治と連帯、抵抗性などを特徴的な構成要素と

する意識J [漬嶋.1997:243J を持った人々が生まれ、定着しつつあるとされて

いる。したがって市民とは主体性を大きく問われる存在であり、ただ住んでい

るだけの「住民Jとは異なる概念である。また、市民の意味も、時代とともに

変化していることに注意が必要である。

日本において、市民という概念が定着し始めたのは 1960年代のベトナム反戦

運動などにみられる市民運動の高まりによってである。松下圭ーは、国家統治

の対義語として市民自治を提唱し、伝統的な国家統治から自治・分権型の市民
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自治への転換の可能性を強調したが[松下， 1975， 1985]、この理念が実現され

た社会が現代の市民社会である。

もともと、西欧の概念である市民によって構築された社会が市民社会である

が、市民の意味の変化とともに市民社会の意味も変化した問。 r中世において

は市民は特権的身分であり、市民権を持たない多くの人々を支配していたが、

近世、近代となるにつれ市民権は徐々に一般化されていった。そして社会のす

べてのメンバーが市民として受容された時、近代市民社会が成立するのである。

この問、市民権の法制化を求めるあまり国家権カを強大化させ、大衆社会や管

理社会の成立を許した。したがって、現代において市民社会の死命は、国民国

家の枠組みを切り崩せるかにある.J [森岡， 1993:587-588] 川。このように現

代的意味での市民社会は国民国家の枠組みを相対化させる可能性を持っている

か否かという論議を呼び起こす契機となるのである則。

本稿は、このような市民社会のもつ問題性(プロプレマティーク)をモチー

フとして現在の沖縄について論じようとする試みである。筆者はこれまで、タ

イにおいて NGOの活動に関わったり、 NGOと連携して研究・調査活動を行っ

てきた。そして現在も NGOや僧侶(開発僧と呼ばれる)、農民を担い手とする

オルターナティプな開発・発展の研究をアクションリサーチ的な視点で続けて

いる。また、沖縄においても、 NGOや NPOの活動を支援したり、連携して研

究・調査活動を行ってきた【引。したがって、本稿においても沖縄において NGO

やNPOを担い手とする市民運動や市民活動に活性化が、沖縄に何をもたらすの

か、市民社会という概念でこのような活性化の動きをどのように積極的な意味

を付与できるのか、アクションリサーチ的な視点で論じたい。

1.沖縄における市民社会の意義

(1 )国民国家の周辺としての沖縄

現在の沖縄を形成したものは、薩摩務による支配、明治政府による琉球処分、

第二次世界大戦後のアメリカの支配など、いずれも国家(および国家に疑似す

るものの)権力に屈服させられた歴史である。とりわけ琉球処分とアメリカ支
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配は、国民国家への包摂による周辺化であった。まず、明治政府による琉球処

分は、沖縄の人々の政治的・文化的主体性をことごとく奪い、皇民化という形

での同化を追った。また、第二次世界大戦の際には、日本より捨て石とされ、

その結果としての25年余りにおよぶアメリカ支配は主権の剥奪という形で沖縄

の人々の主体性を蝶珊した。

この影響は 1972年の日本復帰後も広大な米軍基地の残存、日本本土との経済

的格差という形で残り、復帰後 25年を過ぎた現在でも大きな変化はない.政治

的にも経済的にも国民国家 ・日本の周辺として従属的な存在であることを押し

つけられたままである。 1997年の特措法改正により知事の代理署名拒否が無意

味なものとさせられたことや、基地の本島内移設が政府による沖縄振興策の推

進と取り引きの材料とされるなど、沖縄の人々の主体性は国家によって現在も

ないがしろにされている.

このような状況を変えられる可能性を持つものが、市民による様々な運動で

ある。基地の本島内移設を容認するかどうかについての大田知事の意志決定に

際しでも、市民運動を支えた人々の意向を決して無視はできないのである。

沖縄は、周辺として経済的に日本本土に従属を余儀なくされているが、本土

並みになろうとするために国際都市形成構想を打ち出し、所得を上げるために

アジアと関わっていこう、南に向けた拠点になろうとのプランがしばしば報道

される (7) しかし、このような視点、は周辺として痛めつけられた沖縄が世界シ

ステムの中で中心となる一方、アジアを周辺化して従属させようとの発想であ

り、被害者が加害者になるようなものである。

市民運動からも、以上のような経済成長至上主義的発想は批判されている。

沖縄は経済的尺度では換算できない自然の豊かさを持ちながら、それを経済的

な尺度に換算するためにリゾート ・観光開発などを進め、環境問題を発生させ

てきた。このような状況の中で必要なものは、アジアの人々と環境問題、文化、

平和などのネットワークを構築することである。

(2)伝統的共同体と社会変動ーーボランタリー・アソシエーションの必要性一一

沖縄は、日本の中では伝統的共同体の特質が最も残っている地域といわれて

いる。伝統的共同体は、強い連帯感に支えられ、人々の関係も緊密である反面、
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外部に対する排他性や人々の個人としての主体性を封鎖する特質を持つ則。し

たがって、市民としての主体性を人々が持つような市民社会を構築するために

は、共同体を超えて個人の主体性を効果的に再構成するボランタリー・アソシ

エーション(自発的結社)が市民と市民社会を結びつける中間集団として必要

となる【引。このボランタリー・アソシエーションは、個人の関心に応じてイシ

ューごとに組織化され、市民運動の中心的な担い手となる問。 NGO、NPOも

ボランタリー・アソシエーションの 1つの形態である。東京、大阪などの大都

市に比べると、沖縄においては青年団、婦人会など共同体を基盤にした組織が

多く、ボランタリー・アソシエーションの発達は遅れていたが、都市化の進展

とともに那覇市などの都市部でボランタリー・アソシエーションが多数形成さ

れている。

2.沖縄の NGO、NPO--市民社会を支える主体一一

NGO、NPOは、市民と市民社会を結びつける集団であり、市民運動・市民活

動を担うボランタリー・アソシエーションである。市民運動とは、市民意識に

基づいて一人ひとりの市民が自発的に参加し、連帯を強調して様々の政治的・

社会的問題の解決を目指すもので、政権の獲得を目的とする政党の運動や特定

の職種や職場で働く人々を組織形成の基盤とする労働運動とも区別される。住

民運動は、運動組織が地縁的人間関係に限定して形成されたものであり、運動

の課題が特定地域に限定されない広がりを持ち、地縁に依拠せず理念性を持っ

た目標への一人ひとりの主体的参加をより重視する市民運動とはやはり区別さ

れる.

市民運動はすでに定着した概念であるが、市民活動は NPOの活動をしている

人々の中では広まっているものの、一般的に定着した概念とは言い難い川。こ

こで定義づけを試みるとすれば、市民運動は社会運動的側面すなわち社会的危

機を解決する意図を持って動員される集合行動であるのに対して、市民活動は

生活者の視点から日常の活動を通して行政過程・政策決定過程に直接参加する

ものとなろう。結果として、市民運動は NGOとして、市民活動は NPOとして
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の性格を持つ傾向にある。

(1)対立軸としての NGO-新しい社会運動の担い手として一一

NGOとNPOの違いは必ずしも明確ではない。 NPO法案として審議されてい

るものも、 NPOだけではなく、 NGOも対象となっているのである.NGOとNPO

の違いは、一般的には NGOが non-govemment (非政府)を強調するのに対し

て、 NPOは non-profit (非営利)を強調する.したがって、 NGOは政府や行政

と対立軸を持つ組織が多く、 NPOは市民活動に依処した団体が多い.また、 NGO

には国際的な活巌をしている組織も多い。

日本において、 NGOが社会的に認知されるようになったのは、 NC(日本国

際ボランティアセンター)や SVA(曹洞宗ボランティア会)がインドシナやア

フリカでの難民の救援に携わり、その活躍がニュースとなり始めた 1980年代に

入ってからである。政府が外交的な国益に拘泥して手をこまぬいていた難民の

救援に、これらの NGOは目を見張る活腐を示した.欧米諸国からは大きく遅れ

たものの、ょうやく日本における NGOの察明期を迎えたのである。その後、NGO

は第三世界において活動を定着させ、難民の救援ばかりでなく①平和の問題②

地球的規模での環境問題③貧困など開発に関わる問題④ジェンダー(固定的性

別役割分業)の問題など、新しい社会運動のイシューに大きく関与し、脱イデ

オロギー化が進行し労働運動が衰退する中で、新しい社会運動の主要な担い手

となったのである問。

このような新しい社会運動のイシューは、政府や国民国家との対立軸を持つ

ものがほとんどである。以下、それぞれのイシューについて論じよう。

平和の問題は、広大な基地を抱える沖縄においては NGOの主要なイ、ンューと

なっている。基地反対運動は、政治的(政党)イデオロギーが強かったため、

政党や労働運動がその母体であった.また、 1開O年頃まで社会運動もこの問題

に収飲していたと言える状況にあった。そのため、沖縄においてはNGOの形成・

基盤づくりが遅れていた。しかし、 1995年 9月の少女暴行事件以来、様々な市

民運動が組織化され、 NGOとしての活動が盛んになった。これらの NGOは、

沖縄の主体性を取り戻すべく、 「基地のない平和な島j を目指して基地問題に

対して積極的な行動、発言を繰り返している。
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環境問題も、 NGOの多くは政府や政府の補助金に依存する地方自治体の環境

政策・行政を批判する。基地からの環境汚染や赤土流出による珊瑚礁の破綾な

どが沖縄の環境問題の特質となっており、沖縄から世界に発信されている。

第三世界の開発の問題では、 ODAのあり方や第三世界の開発主義を批判し、

開発による先住民などの人権侵害を告発したために第三世界の政府によって弾

圧を受ける NGOまである。最近では、第三世界の人々とともに開発・発展のあ

り方を筏索する NGOも沖縄に登場した。

ジェンダーの問題も、とりわけ 1995年の北京世界女性会議以降重要なイシュ

ーとなった。沖縄では 1985年のナイロピ世界女性会議を契機として、うないフ

ェスティパノレが毎年開催され、女性逮がトートーメーの継承のあり方などの慣

習や、男は仕事、女は家庭といったジェンダー・ローノレの問題に異議申し立て

を続けてきた。最近では、基地からの性暴力、夫婦別姓の問題、男女雇用機会

均等法の遵守など、法制度的側面にまで踏み込んで積極的な行動を行っている.

(2)市民活動としての NPO--生活者の視点から一一

国民国家としての政府による行政(場合によっては地方自治体を含む)に対

立軸を持つ傾向の強い NGOに対して、 NPOは生活者の視点から行政の政策決

定過程、行政過程に直接参加する.換言すれば行政と協調しながら市民として

の主体性を発揮し、具体的なプロジェクトごとに目に見える形で参画していく。

NPOの出発点は多くの場合それぞれの地域からとなり、住民活動としての性格

も持つが側、他の地域とネットワークづくりをすることにより市民活動的な広

がりも同時に併せ持つことができるのである。

日本における NPOの社会的認知はNGOよりも遅れ、 1995年の阪神大震災以

降といってよいだろう.阪神大震災の被災者を救済するために、数多くの NPO

が組織され、ボランティアたちが活摩した.救援活動が一段落した現在でも、

復旧のための都市計画や老人などへの福祉活動などで行政と協調しながら活動

している。

NPOの活動が目立つものとして、とりあえず以下の4つ①まちづくり②リサ

イクノレ③福祉④オノレターナティプ教育、を挙げておこう。いずれも地域に根ざ

した重要な課題であり、行政だけでも地域住民だけでも解決はできない。行政
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と市民としての地域住民のパートナーシップが求められているのである。

まちづくりは、アメリカのポートランドが行政と NPOのパートナーシップが

成功した事例としてよく引用されるが、日本においても阪神大震災からの復旧

のための都市計画において行政と市民・ NPOのパートナーシップが試みられ、

成功した事例も多い。沖縄においても、那覇市や宜野湾市などに市民とのパー

トナーシップによりまちづくりが試みられている(14)

リサイクノレは、欧米とりわけドイツにおいてかなり成功しているが、これに

は市民・行政だけではなく企業とのパートナーシップも必要となり、不況の現

在、日本では難しい問題を抱えている。せっかく行政と市民のパートナーシッ

プにより資源ごみが回収されても、コストに見合わなければ回収業者は引き取

らない。特に沖縄のような離島県では、リサイクノレされなければ産業廃棄物が

たまる一方であり、デポジット制の導入や処理費用の価格への上乗せなど企業

とのパートナーシップは極めて重要である。

福祉も高齢化社会を迎えて重要性を増している。とりわけ長寿の沖縄におい

ては、高齢者への対策は緊急の課題となっており、地域の社会福祉協議会など

が核になっての市民・行政・企業のパートナーシップが求められている。また、

様々な障害を持つ人々へのノーマライゼーションの視点からの対応も忘れては

ならない。

教育については、これまでの学校教育(制度内教育)に不適応な児童・生徒

は差別的な扱いを受けてきた。しかし、教育の本質は制度内にはとどまらない。

また、教育の内容そのものも、学校で教えられるものが全てではない。オルタ

ーナティプ(もう一つの)教育という発想が必要である。このようなオノレター

ナティブ教育には、行政(教育委員会)と NPOとのパートナーシップが不可欠

である。

行政と市民 .NPOのパートナーシップは、あくまで対等であることが原則で

ある。予算をつけて事業を行うのは行政の側であることから、ともすれば市民-

NPOの側が行政の下請け的な存在になってしまう場合もある。市民としての主

体性を発揮するためには、 NPOとしての組織化、ネットワークづくりが重要と

なろう。
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(3)沖縄における NGO、NPOの盟知と問題点

このように沖縄における NGO、NPOの活動は活発になってきたが、認知につ

いてはまだまだ低い。 NPO研究の第一人者であるサラモン (Salamon，Lester M.) 

も、非営利セクターの直面する大きな問題は実態が見えにくいということと一

般の人々がよく認識していないことであると論じている [Salamonand AI由eier，

1994=1的6:159J • 

1拘6年に筆者指導のもとで琉球大学法文学部学生の行った調査でも、琉球大

学学生 1∞人(文系、理系それぞれ 50人)の中で NGOという言葉をきいたこ

とのある学生が 39%(文系 42%、理系 36%)、NGOが何の略語かわかる学生

が11%(文系 18%、理系 4%)、NGOの団体を 1つでも知っている学生が 11%

(文系 16%、理系 6%)、そして NGOで活動した学生はわずかに 1%(文系 0%、

理系 2%)であった[知念， 1998:17・19J。

また、沖縄において NPOの実態調査を行った石原絹子は、沖縄における NPO

の規模(会員数・運営費)が小さく、多くのNGOは専任のスタッフや事務所が

ないこと、活動の継続性や計画性に乏しいととを指摘している[石原， 1998:44・

45J。

確かに沖縄の NGO、NPOは狭い島社会であることに帰国して横のネットワー

クがとりやすく臨機応変に対応している。しかし、活動に参加する人は限られ

ているため複数の活動に参加している人が多く、結果としてどこに行っても似

たような顔ぶれとなる金太郎飴的な状況となっている。このような状況を打破

するためには、認知度を高めていく努力が最も重要となってくるのである。

3.グローバル化のなかでの市民社会の可能性

NGO、NPOともに出発点はボランティアであった.ボランティアのイメージ

は「自分を犠牲にして社会に奉仕するJというものが一般的であろうが、本質

的にはそうではない。ボランティアとは、 「市民として自発的に運動や活動に

参加するJことなのである[早瀬， 1997:44-46J。日本における NGO、NPOの禦

明期のボランティアたちは、そのために自らの職業を投げ捨て、財政基盤の乏
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しい中でようやく糊口をしのげるような収入(場合によっては無給)で働いた

のであった。その状況は現在も大きく変わってはいない。市民社会を支える主

体である NGO、NPOの活動をグローパノレ化のなかでさらに活発にするには、財

政的な基盤を確立させ、組織の中心となる人々はフルタイムで働いてNGO、NPO

の活動を f職業Jとできることが必要である。このことは、欧米のみならず第

三世界においてももはや当然のこととして認識されている。もちろん、多くの

市民が無給のボランティアとして参加することも重要であることはいうまでも

ない凶。そのためには、 1998年に成立した NPO法案をさらに改正し、 NGO、

NPOの法人化を容易にすることや、 NGO、NPOへの寄付金を所得から控除する

などNGO、NPOのファンディングを制度的に支援する必要がある。

(1)対立から参加へ

①NGOの変容

近年では政府の側も NGOの重要性、とりわけこれまでのグローパルな活躍を

認識し、 ODAの1つである小口無償援助を NGOを通して第三世界諸国に配分

したり、国際ボランティア貯金の受け皿として NGOを積極的に活用するなど

NGOに配慮した政策に転換し始めている。NGOの側では、政府に干渉されたり、

主体性が脅かされる可能性があるという危倶から、助成を受けることに最初は

慎重であった。しかし、財政基盤が安定しプロジェクトが活性化することや、

協調することで政府に様々な提言が可能になることから、対立から参加へと

NGOも変容し始めた。

② NPOの台頭

NGOの変容を決定づけたのが NPOの台頭である 日目。後発の NGOには、 NPO

的な生活者の視点や市民活動の視点を取り入れたものも多くなっている、した

がって、現在では NGOとNPOの違いは少なくなり、 NGOとNPOを超えたネ

ットワークづくりも活発になっている。

③地方自治体の NGO、NPO化

NGOの対立軸の性質を変えたもう 1つの要因は、地方自治体の NGO、NPO

化の動きである。地方自治体が市民、NPOとのパートナーシップを模索し始め

ていることはすでに論じたが、沖縄のように政府と対立軸をもち、独自のネッ
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トワーキングをもちはじめるような、いわば地方自治体の NGO化の傾向もみら

れるようになった川。国際交流や国際協力などの分野でその動きは顕著である。

それ以外にも、たとえば外国人労働者の問題などでNGOと連携し、政府の非正

規労働者を住民として排除する動きに対立するなど市民社会のアクターの 1つ

に確実になり始めている。

(2)国民国家を超えるネットワーク

NGOの多くが平和、環境、開発、人権などグローパノレなイシューに取り組み、

グローパノレなネットワークを持っている。また、 NPOもグローパルなネットワ

ークづくりに取り組み始めた。

国際関係の主要なアクターとしては、長いこと国家がその地位を占めていた

が、グローパル化したイシューについては自らの利害に拘泥する国民国家では

主要なアクターとして機能することは難しい。たとえば 1997年の地球温暖化防

止京都会議においても、国家はそれぞれの利害を主張し問題の本質から逃げ続

けたのに対し、NGOの側はグローパルな視点に立って問題の本質に迫っていた。

また、平和の問題についても、国民国家の仮Ijは戦争や紛争をもたらし、その

防止のためには多国間安全保障という中途半端な状況をっくり出したが、 NGO

の側は地球規模での平和のネットワークの構築を目指して運動を続けている。

このように NGO、NPOの国民国家を超えるネットワークは、グローパノレなイシ

ューに対して国民国家を超えた主要なアクターとなり、国民国家を相対化させ

る可能性を持っている。

NGOのネットワークづくりの中で、第三世界においても多くの NGO・NPO

が誕生し、活躍している畑。たとえば、タイにおいては NGOの活麗により最

も重要な政策である国家経済社会開発計画に政策提言をするまでになった。そ

して、最近では、市民社会(タイ語ではプラチャーサンコム)という概念も登

場している倒。

すでに論じたように、沖縄は国民国家の周辺として従属的な地位におかれて

きた。日本という国民国家に対する不信感は根強い倒。したがって、 NGO、

NPOがグローパル化のなかで主要なアクターとなり、国民国家の地位が相対化

することは、沖縄の従属的地位の変化にもつながるであろう問。沖縄において
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NGO、NPOの活動をさらに活発にするためには、市民としての意識の醸成が、

ひいては市民社会の構築を目指す動きが必要である.国民国家の周辺である沖

縄は、その可能性に満ちている。

おわりに

r21世紀は地球市民の時代であり、自立した市民が地域に基盤をおきつつグロ

ーパJレなネットワークに参画する時代であるJ [田辺・米原・竹安， 1998:79]と言

われている。また、 「地球市民社会のネットワークこそが世界を変えるJ [毛

受， 1997:176・177] とも言われる。

NGOや NPO、そして NGO、NPO化の方向性を示し始めた地方自治体による

ネットワーキングは徐々にではあるが確実に広がっており、グローパルなネッ

トワーキングが構築されつつある.沖縄においても、様々なイシューで NGO、

NPOはグローパノレなネットワーキングに参画している。たとえば、 1998年 7月

にはアジア・太平洋女性フォーラムが開催され、 NGOのリーダーでもあるタイ

の女性国会議員ラダーワン氏をはじめフィリピン、マレーシア、アメリカ合衆

国から NGOで活躍する女性たちが参加し、女性問題、とりわけ貧困の女性化を

テーマに活発な討論を行なうとともに、沖縄からも多くの NGO、NPO関係者が

参加してネットワーキングの方向性を模索した。このようなフォーラムやシン

ポジウムの開催には、沖縄県や那覇市などの地方自治体も精力的に取り組んで

おり、ネットワーキングへ参画する機会は数多い.安立清史は、 『市民社会は

アメリカではボランティアや NPO活動によって、その内実を与えられているj

[安立， 1998:154] と論じているが、沖縄においても NGO、NPOの活動により市

民社会は理念型の域を出て実体となっていくであろう.NGO、NPOのグローパ

/レなネットワーキングにより、地球市民社会すらも理念型から現実と遊離しな

い概念となり始めているのである。
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<注>

(1)たとえば、 [毛受， 1997]など、このような問題意識での論考は本輸の文献目録からも

うかがえるように、ここ 1~2年で急憎している.

(2)市民社会が実体化されたものであるのか、理念型であるのかについては議論が分かれ

ている.実体で論じることの危うさは、 [石田， 1997:37-39]においても指摘されている.

また原本義和は、現実と遊厳しない範囲での規範 ・理念として分析・批判のために概念

化をしている[坂本， 1997:43-44].ここでは石田や坂本の議論を参考に、とりあえず理

念型としての市民社会としておくが、その実体性については本稿の末尾で論じたい.

(3)このような問題意識で 21世紀の市民社会のあり方を展望したものに[青井・高橋・庄司，

1998a，I998b]がある.

(4)一部筆者の責任により、原文の主旨を変えない範囲で改変してある.

(5)可能性を積優的に支持するものとしては[坂本，1997]などが、懐疑的なものとしては、

[佐伯， 1997]などがある.

(6 )本稿のための着想及び資料の多くは、 1998年2月 14日に沖縄で開催された rNGO.

NPOフォーラムおきなわー沖縄の市民活動の発展のためにーJと題するシンポジウムで

の報告およびその準備の段階で得られたものである.実行委員会の皆さん、とりわけコ

ミュニティおきなわの石原絹子さんに感謝の意をあらわしたい.

(7)市民社会の対立軸には国民国家だけではなく市場もあることが[援本， 1997:48-50]に

指摘されている.ただし、国際都市形成構想は経済主義的発想だけではないことには留

意すべきである.平和、共生、自立をキーワードとして市民活動や NPOとも連携しよ

うとする可能性のあることが[玉那覇， 1998]に論じられている.

(8) 山岡義典も、日本における町内会に代表される地縁社会における濃密な相互扶助の伝

統が近代的な NPOの発展を妨げていると給じている[山岡， 1997:19-21]• 

( 9)筆者は、これまでのタイ研究の中で.オルターナティプな開発・発展をすすめるため

の共同体文化の重要性を論じてきたが、この共同体もこれまでの共同体の維持や復興で

はなく、 NGOや PO(People's Organization)などを通した地球的規模でのネットワーキ

ングを視野に入れた新たなコミュニティのかl出を意味しており、ここでの論調と矛盾は

ないことに注意されたい.

(10)ボランタリー・アソシエーションについては、 [佐藤，1994]を参照のこと.佐藤の分

類にしたがえば、 NGOや NPOは運動型アソシエーションとしてとらえられ、その中で

もNGOは公共的争点志向型アソシエーション(より理念主義的)、 NPOはサーヴィス

志向型アソシエーション(より制度的)と額型化される[佐藤， 1994:124-131]• 

(11)高岡昭彦によれば.ネットワーキングの視点から「市民活動j とはネットワーキング

を経験した市民運動であり、市民運動が「市民活動Jになるためには運動体自体が社会
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的に安定したものになる必要がある[高田， 1998:167-168]と論じている o (間後な定量産

づけは[中村， 1997:399]にもある.)市民活動の定義を理論的に試みた点は評価される

が、本稿は市民運動と市民活動は別のレゾンデートノレがあるという立場から高田の定義

は用いない.

(12) NGOに関わるイシューは幅広いが、たとえばハンドブック NGOでは国連、環境、人

権、女性(ジェンダー)、開発、自治体、人間居住、開発銘力における NGOの活動を

とり上げている[馬場・斉藤， 1998] 0 

(13)対立軸を持たない地場限定的活動を、定着している用語ではないが、ここでは住民活

動としておく.

(14)まちづくり(コミュニティ・デベロップメント)については NPOの活躍が最も顕著で

ある.たとえば、 [ハウジングアンドコミュニティ財団， 1997]を参照のこと.

(15)有給職員とボランティアによる組織化については[問中， 1998:196-200]が参考になる.

また日米のボランティアの比較調査を行った安立清史は、日本におけるボランティアの

最大の悩みや不満は「社会的評価が低いJことだと論じている[安立， 1998:145-146]0 

(16)ただし.この議論はもともと NPO的なものから出発し、その後国家が成立したアメリ

カ合衆国のような NPOの歴史が長いところではあてはまらない.

(17)たとえば[玉那覇， 1998]、 [毛受， 1997]に詳しい.

(18)アジアにおける動向は、 [GAP，I997]に詳しい.

(19)アジアにおいて市民社会への関心が高まった理由として、岩崎育夫は①中間層の登場

②民主化運動の勃発③住民運動への関心の高まり、の3つを挙げている[岩崎， 1998:4-5] 0 

(20)琉球大学法文学部の 1995年の調査では、沖縄県民(沖縄本島のみ)51%がウチナーン

チュ(沖縄人)としてのアイデンティティを持ち(どちらかといえばも含む).すでに

日本人という意識があまりないことが明らかになっている.ただし、独立を求める人は

3.3%と少なく、多くが国の予算と権限をもっと沖縄県に移すべきであるとの認織を持っ

ている.この理由としては 70%以上が日本の政治のしくみは、地方の意見が届かないと

思っているように、国家に対する根強い不信感がある[江上， 1997:212-213]0 

(21)前述の琉球大学法文学部の調査では、 9.6%の沖縄県民がボランティア活動に参加した

経験を持つ.この数字は労働組合の加入や自治会などの地域団体での活動をやや下回る

程度であり、また 1996年の調査では基地反対について書名を求めた (10.1%)、デモに

参加した (8.1%)、集会に参加した (11.1%)、署名に応じた (33.8%)などかなりの

人々が運動に参加している[江上， 1997:209，234-235] 0 (20) と合わせたこの数字は坂

本の「沖縄の人々の本土の相対化Jを裏付けている[寂本， 1997:57-60] 0 
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